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１ 新しい県総合計画の策定について 

（１）目的 

    令和４年３月に策定した「第２次茨城県総合計画～『新しい茨城』

への挑戦～」が今年度で計画期間を終了するため、引き続き、「活力

があり、県民が日本一幸せな県」の実現を目指し、来年度以降の県政

運営の基本方針となる新しい県総合計画を策定する。 

  

 （２）内容 

   ① 総合計画審議会の開催 

     令和７年 10 月 30 日 諮問 

     令和８年３月    答申 

   ② 未来を拓く新たな茨城づくり調査特別委員会における審議 

   ③ 県民意見等の聴取 

    ・パブリックコメント 

    ・市町村意向聴取（全市町村） 

    ・外部有識者との意見交換 

    ・いばらきネットモニター、ネットリサーチ 

    ・若者、女性、外国人との意見交換 
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２ 地方創生関係交付金事業の効果検証について 

（１）概 要  

    外部有識者で構成する「総合計画審議会 地方創生効果検証部会」

を開催し、令和６年度に実施した地方創生関係交付金事業の効果検証

を行った。 

              

 （２）開催日  令和７年８月 26 日（火）   

    

 （３）対象事業             

    デジタル田園都市国家構想交付金 

地方創生推進タイプ         13 事業 

     地方創生拠点整備タイプ       ３ 事業 

      計                16 事業   

      

 （４）結果   

 

事 業 の 効 果   件数  主 な 事 業 

Ａ 地方創生に非常に効果的であった 
（ 全 て の Ｋ Ｐ Ｉ が 目 標 値 を 達 成 す る な ど 、 大 い

に成果が得られたとみなせる）  

５ 

・スタートアップ・エコ 
システム拠点都市推進事業 

・県北地域牽引産業・中核企 
業創出事業 

Ｂ 地方創生に相当程度効果があった 
（ 一 部 の Ｋ Ｐ Ｉ が 目 標 値 に 達 し な か っ た も の

の、概ね成果が得られたとみなせる）  
６ 

・わくわく茨城生活実現事業 
・県北ニューツーリズム 

推進事業 

Ｃ 地方創生に効果があった 
（ Ｋ Ｐ Ｉ の 達 成 状 況 は 芳 し く な か っ た も の の 、

事 業 開 始 前 よ り も 取 組 が 前 進 ・ 改 善 し た と み

なせる）  

５ 

・いばらきサイクルツーリズ 
 ム推進事業 
・稼げるインバウンド茨城・ 

誘客促進事業 

Ｄ 地方創生に効果がなかった 
（ Ｋ Ｐ Ｉ の 実 績 値 が 開 始 前 よ り も 悪 化 し た 、 も

し く は 取 組 と し て も 前 進 ・ 改 善 し た と は 言 い

難い）  

０  

計  16 
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（単位：千円）

No. 対象事業費 種別 事業効果 主な事業内容

1 126,692 推進 A

・県内大学・研究機関の共同研究、技術シーズの発掘・事業化支援、実証実験の
支援を実施
・ディープテック分野の企業に対して資金調達や市場戦略等の専門家によるアドバ
イスを行うなどの海外展開支援
・国内外の起業家や研究者など多様な人材が交流するプログラムの開催

2 38,870 推進 A
・連携体としての展示会出展支援
・地域企業と大学・ベンチャー企業との共同研究に対する財政支援
・学生に向けた地域企業に関する情報発信

3 55,960 推進 A

・専門マネージャーの県内企業訪問による経営課題の切り出しや求人ニーズの掘
り起こし
・転職、出向、副業等の多様な就業形態に応じたマッチング支援
・プロフェッショナル人材活用のための普及・啓発セミナーの開催

4 81,124 推進 A

・オンラインコミュニティの構築、運営
・上記の参加者確保のためのイベントの実施、移住関連イベントへの出展
・東京圏の人材と県内企業とが連携した地域課題解決型プロジェクト（iBARA
KICK!）の実施

5 - 拠点 A

・超小型衛星用部品など企業の製品化支援を実施
・新たに３件の共同研究を実施（軽金属材料による自動車部品製造技術に関する
研究など）
・前年度からの継続テーマとして炭化ケイ素繊維の量産製造技術について共同研
究を実施

6 231,214 推進 B

・一定の要件を満たす移住者へ移住支援金を支給
・子育て世帯への支援を強化（最大100万円）
・県が抱える社会的課題に対して効果的な起業等をする者に対して支援金を給付
・いばらき就職チャレンジナビにより、県内企業の求人情報等を発信

7 44,700 推進 B

・常陸国ロングトレイルコースの整備等
・周遊型マップの作成・PRや体験イベントの実施など、県内外向け情報発信
・登山アプリ等の位置情報機能を活用したデジタルスタンプラリー等の地域を周遊
するキャンペーンの実施

8 46,950 推進 B

・「花絶景」をコンセプトとした国内外への発信（ひたち海浜公園のネモフィラなど）
・カジキ釣り国際大会を中心とするイベント「IBARAKI INTERNATIONAL FISHING
FESTIVAL」の実施
・迂回路誘導の強化等の渋滞対策実証実験の実施
・市町と連携したイベントや地域特産品フェアの開催など

9 133,697 推進 B

・デスティネーションキャンペーンにおける、JR保有媒体やテレビ・メディア等を活用
した広報宣伝、観光PRイベントの実施
・茨城のトップシェフによるメニュー開発・PR、県産品を使った名物料理の提供店舗
拡大等
・アウトドア事業者と異業種事業者とのマッチングによる新事業・新サービスの創
出、創出したコンテンツの自走化に向けた伴走支援
・ワーケーション対応の宿泊施設等を視察するファムツアーの実施

10 14,180 推進 B
・高校生対象早期キャリア講座や本県独自のオープンカンパニープログラムの実
施及び県内外大学との連携による継続的な県内企業等の情報発信
・企業の採用力強化プログラムの実施

ポストコロナ観光消費拡大
事業

デジタル技術を活用した移
住促進事業

UIJターン・地元定着支援
強化事業

スタートアップ・エコシステ
ム拠点都市推進事業

（５）効果検証事業一覧

事業名

県北ニューツーリズム推進
事業

続・ひたちなか大洗リゾー
ト構想推進事業
～オンリーワンの稼げるリ
ゾートを目指して～

プロフェッショナル人材戦
略拠点運営事業

わくわく茨城生活実現事業

県北地域牽引産業・中核
企業創出事業

茨城県産業技術イノベー
ションセンター基盤技術試
験棟整備事業
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11 - 拠点 B

・異業種とのコラボイベント（人気キャラクター：すみっコぐらし等）や日本最多の飼
育種類数を誇るサメに特化したイベントの開催
・夜の水族館で地酒を楽しむイベント「宴夜」を3年ぶりに開催
・茨城ロボッツコラボイベント：特設水槽の展示や一日館長に任命した選手のトーク
ショー

12 55,447 推進 C
・サイクリストにやさしい宿のPR（ショート動画の活用、SNSでのPR動画の発信）
・サイクリングを活用した教育旅行の実施
・移住・定住向けサイクリングツアーの実施

13 174,376 推進 C
・台湾や韓国を対象としたプロモーションの実施
・海外旅行会社向けに主要な観光施設やゴルフ場等を紹介するファムツアーを実
施

14 21,989 推進 C

・新事業、新製品、新サービス開発等に挑戦・取り組む企業に対し、研修参加費の
補助を実施
・プログラミング、データベース、統計学に係るスキルを修得するための講座の実
施

15 50,250 推進 C
・リスキリング推進宣言制度の実施、先進的な企業の顕彰
・企業向け、個人向けのワークショップ、シンポジウムの開催
・デジタルに関する「基礎的な知識」に加え、実践力を習得する講座を設置

16 - 拠点 C
・地元音楽団体とのコラボコンサート実施
・コース料理を提供する高付加価値イベントの実施
・イルミネーションイベントの開催

茨城県フラワーパーク振興
対策事業

アクアワールド茨城県大洗
水族館魅力向上事業

いばらきサイクルツーリズ
ム推進強化事業

高度IT人材等育成・新事
業創出支援事業

リスキリング推進事業

稼げるインバウンド茨城・
誘客促進事業
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３ カジキ釣り国際大会を中心とする総合イベントの 
開催結果について 

  

（１）目 的 

 世界的にも富裕層に人気が高いマリンレジャーであるカジキ釣りの国際大会
を、幅広い層に訴求する総合イベントとして開催することで、ひたちなか大洗地
域の魅力を国内外に発信し、地域のブランド力向上や新たな誘客につなげる。 

  

（２）イベント概要 

① 開催日：令和７年８月 29 日（金）～８月 31 日（日）の３日間 
  

② 主催者：茨城インターナショナルフィッシングフェスティバル実行委員会 
（構成）茨城県、大洗町、ひたちなか市、大洗町商工会、ひたちなか商工会

議所、(一社)大洗観光協会、ひたちなか市観光協会、いばらきビル

フィッシュトーナメントネットワーク、(株)ユニマットプレシャス 
  

③ カジキ釣り国際大会（大洗マリーナを拠点とした茨城沖） 

   ・参加隻数：47 隻（約 260 人）※申込：49 隻（約 300 人） 

   ・招待選手：12 人 外国人９人（アメリカ、韓国） 

日本人３人（佐々木主浩氏、佐々木加奈子氏、鈴木斉氏） 

   ・釣  果：７匹（ヒットは 40 回）    
  

④ 陸上イベント（来場者数：約 4,500 人） 

   ・那珂湊おさかな市場（８月 29 日(金)・30 日(土)） 

カジキ釣り国際大会の検量式にあわせて、カジキ解体ショーを実施 

・大洗港区第４埠頭（８月 31 日(日)） 

 カジキ解体ショーのほか、カジキメニューの提供やシミュレーターによる 

カジキ釣り体験等を実施   

⑤ 表彰式 

・世界的カジキ釣り大会「BISBEE’S BLACK AND BLUE」の開催地であるメ
キシコとのさらなる関係構築を図るため、駐日メキシコ首席公使が出席した
ほか、メキシコ大会会長のビデオメッセージを上映 

   ・優勝チームに賞金と副賞（メキシコ大会への出場費用）を贈呈 

    ＢＩＧマーリン賞（重量 130kg 以上の釣果）は該当なし 
  

（３）その他 

・在日メキシコ大使館と連携し、メキシコフードフェスタを開催 

時期：７月 28 日（月）～８月 31 日（日） 

 内容：在日メキシコ大使館シェフが監修したメキシコ料理（タコス等）を提
供 

 場所：ホテルクリスタルパレス レストランサーラ（ひたちなか市） 

・サポーター店制度を拡充し、大会参加者及び来訪者の地元飲食店舗等の利用
を促進することで、地域における大会開催機運を醸成       

    特典：選手向け  ⇒各店舗任意のサービス（ドリンク一杯無料など） 

  店舗向け  ⇒検量式でのサポーター店との写真撮影を実施 等 

  来訪者向け⇒サポーター店デジタルスタンプラリー(８月 16 日～９月
30 日)を実施、各店舗任意のサービス 

実績：飲食店を中心に 33 店舗が参加・３チームと店舗がマッチング 
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（検量式の様子） 

（カジキ解体ショー） （鏡開き） 

（検量式でサポーター店と記念撮影） 

（メキシコ大会会長によるビデオレター） （駐日メキシコ公使を囲んで） 

（外国人招待選手の参加） 

（カジキ釣り体験シミュレーター） 
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４ シン・いばらきメシ総選挙受賞グルメ等のプロモーション 

について 
（１）目 的 

魅力ある新たな「食」の観光資源を創出し、地域振興の起爆剤とするため、令和６

年 10 月に県内全 44 市町村の参加を得て、「シン・いばらきメシ総選挙 2024」を開催

した。グランプリグルメを中心とした受賞グルメ等について、ご当地グルメとしての

認知拡大・定着化を図るため、集中的なプロモーションを展開していく。 

（２）シン・いばらきメシ総選挙受賞グルメ等プロモーションの取組状況 

① 首都圏百貨店でのフェア開催 

   ア シン・いばらきメシ大集合 in 東急百貨店たまプラーザ店 

   ・期   間：令和７年９月 25 日～10 月１日 

   ・会   場：東急百貨店たまプラーザ店（神奈川県横浜市） 

   ・参加グルメ：12 グルメ 

   イ シン・いばらきメシ大集合 in 大丸東京店（開催中） 

   ・期   間：令和７年 10 月８日～10 月 21 日 

   ・会   場：大丸東京店（東京都千代田区） 

   ・参加グルメ：14 グルメ 

  ② 茨城をたべよう収穫祭への出店（営業戦略部） 

   ・期   間：令和７年 10 月４日・５日 

   ・会   場：駒沢オリンピック公園（東京都世田谷区） 

   ・参加グルメ：16 グルメ 

③ コンビニエンスストアでの販売（販売中） 

   ・販 売 店 舗：ファミリーマート（東日本エリア） 

   ・販売グルメ：けんちんまん（常陸太田市） 

   ・開 始 日：令和７年 10 月 14 日から（個数限定・売切次第終了） 

  ④ 協賛企業との連携による取組 

   ア 株式会社カスミ 

   ・連携グルメ：江戸崎かぼちゃのほっくりモンブランプリン（稲敷市） 

   ・連 携 内 容：県内外のカスミ 166 店舗において期間限定販売（令和７年７月４日

～６日（一部店舗は７月１日～31 日）） 

   イ ハウス食品株式会社 

   ・連携グルメ：常陸牛のグランプリカレー（土浦市）、キーマカレー（桜川市）、

常陸の輝きのコキアカレー（ひたちなか市） 

   ・連 携 内 容：ハウス食品（株）の家庭用ルウ製品を使用したアレンジレシピを同

社ホームページへ掲載。さらに、アレンジレシピを活用したプレゼ

ントキャンペーン開催（令和７年７月１日～８月３日）や、アレン

ジレシピによる県庁生協食堂「ひばり」での販売（令和７年７月２

日・９日・16 日）を実施。 

  ※このほか、県内道の駅９駅で、一般料理部門グランプリ「シン・茨城あげそば（五

霞町）」の各駅アレンジメニューを販売予定（令和７年 10 月 25 日～11 月 30 日） 

シン・いばらきメシ大集合 
in 東急百貨店たまプラーザ店 

けんちんまん 
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５ 霞ヶ浦導水事業の進捗状況について 
 
 
（１） 事業の概要 

① 目 的 

・河川湖沼の水質浄化（霞ヶ浦、桜川（千波湖）） 

・流水の正常な機能の維持（那珂川、利根川の流況調整・渇水被害の低減） 

・水道用水の供給（茨城県、東京都、印旛郡市広域市町村圏事務組合） 

・工業用水の供給（茨城県、千葉県）  

 

② 事業費  約 2,625 億円（※） 

 

  ③ 工 期  昭和 59 年度～令和 12 年度 

（建設事業に着手） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事業計画の変更 

   ・変 更 日 令和７年８月 

   ・変更内容 事業費の増額                （単位：億円） 

 変更前（Ａ） 変更後（Ｂ） 増額（Ｂ－Ａ） 

全体事業費 2,395  2,625  230  

茨城県負担額 1,038  1,131  93  

   ・変更理由 社会的要因の変化（物価上昇・土木工事標準積算基準の改定）や現場

条件の変更（トンネル掘削時の地質条件変化への対応）など 

   

 

 

 

流況調整のイメージ 霞ヶ浦導水事業模式図 
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（２）事業の状況 

  ① 工事の進捗状況 

   ・石岡トンネルの令和８年度中の通水を目指し、３、４、５工区、高浜機場等にお

いて工事を進めている。 

 

   （参考）石岡トンネル掘進状況（令和７年９月末時点） 

工区 計画延長（ｍ） 掘進延長（ｍ） 掘削進捗率 備考 

第３工区 約 4,800 約 3,830 80％   

第４工区 約 4,100 約 4,100 100％  令和７年５月貫通 

第５工区 約 4,500 約 3,630 81％   

 

 ② 桜川（千波湖）の試験通水 

   ・令和４年度以降、那珂川から桜川（千波湖）への試験通水を実施しており、水質

改善効果が確認されている（今年度は６月２日～８月 29 日の期間に実施）。 

 

   （参考）令和６年度結果 

千波湖（湖内中央付近）ＣＯＤ値が大幅に減少 

通水前 28mg/L → 通水後 7.3mg/L 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※土浦トンネルの整備は、石岡トンネル供用後の水質状況をモニタリングし、その結果を踏まえて判断。 

 

 

 

 

平面図 

6 工区 5 工区 4 工区 3 工区 2 工区 1 工区 

利根導水路 

石岡トンネル 水戸トンネル 土浦トンネル※ 

那珂導水路 
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（３）渇水被害の低減効果 

  ① 渇水の発生状況 

・平成６年以降、取水制限に至った渇水が、那珂川では４回（47 日）、利根川では８

回（407 日）発生。 

・那珂川においては取水制限に至らないものの塩分遡上などによる取水障害が毎年

のように発生し、そのほとんどが農業用水の利用が増加する４月から５月に発生。 

・利根川においては７月から９月に渇水が発生しやすく、今年度も８月末から９月

中旬にかけて、利根川上流９ダムの貯水率が 50％を下回る状況だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 渇水被害に対する事業の効果 

・国によれば、霞ヶ浦導水事業が完成していた場合、那珂川や利根川で発生した平

成６年以降の取水制限日数について、那珂川では９割、利根川では６割低減する

と推定されている。 

 

 

 

 

 

 

那珂川と利根川の渇水時期 
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６ 県北振興の取組について 
 

（１）県北中小企業意識改革事業 

  ① 目的 

    県北地域の中小企業の経営者を対象に、本質的な経営課題に対する「気づ

き」を促すセミナーを開催するとともに、県北地域におけるビジネスプラン

の策定支援を行い、企業の新事業展開を促す。 

 

  ② 概要  

   ア セミナーの開催  

〇経営力革新セミナー 

 ５/17（69 名）、６/21（66 名） 

 

 

   イ ビジネスプランの策定支援（アイデアソンの実施） 

期 間 令和７年７月～令和７年 12 月 

場 所 日立地区産業支援センター 

参加者

数 

①７/19(91 名) ②８/16(94 名) 

③９/20(86 名) ④10/18 ⑤11/15 

⑥12/20 

内 容 公募により選定した 10 社のビジネスプランについて、多様な参加者

がアイデアを出し合うアイデアソンの手法を活用して磨き上げを行

い、企業の新事業展開を促進                           

【アイデアソン参加企業】 

企業名 所在地 業種 

(株)赤津工業所 日立市 製造業（金属製品） 

NPO 法人ふれあい坂下 日立市 社会保険・社会福祉・介護事業 

ジンボウ 日立市 サービス業 

コスメライセンススクール茨城校 日立市 教育、学習支援業 

Innocence 日立市 サービス業 

(株)鴨志田造園建設 常陸太田市 酒類製造業 

いばらきのさち 常陸太田市 サービス業 

(株)HUNTER×KING 高萩市 サービス業 

にこにこ地域食堂 高萩市 サービス業（飲食） 

ELM Resort 北茨城市 宿泊業 
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（２）デジタル里山アドベンチャー事業 

  ① 目的 

    国内外で人気のアニメ「忍たま乱太郎」を活用 

した県北地域山間部を中心とする周遊イベントを 

実施することにより、ファミリー層や若者層の周 

遊・誘客促進につなげる。 

 

  

 

https://j-lppf3.jp/r7ibaraki-digitalsatoyama-adv/ 

 

  ② 概要 

   ア 県北山間部を中心とした周遊イベントの実施 

イベント名 忍たま乱太郎「もっと！！常陸国で大冒険！の段」 

開催期間 令和７年11月22日（土）～令和８年１月31日（土） 

開催地域 県北地域山間部（常陸太田市、常陸大宮市、大子町） 

実施内容 

里山の原風景を感じることができる、様々な観光名所や観

光拠点、茨城ならではの体験やおもてなしが 

できるスポットを周遊ポイントとして設定 

○ ＡＲ※フォトラリー 

  周遊ポイントを訪れることでイベント 

限定デジタルスタンプとＡＲカメラ機能 

を活用したキャラクターとの写真撮影が 

可能なＡＲフォトスポット設定 

○ 等身大キャラクターパネル設置 

周遊ポイント 
・ＡＲフォト・キャラクターパネルスポット：全15か所 

（各市町５か所） 

     ※ＡＲ(拡張現実)：現実世界に仮想のデジタル情報を重ねて表示する技術  

 

   イ 地域の飲食店との協業によるコラボフードの提供 

    ・地域の飲食店13店舗において、「忍たま乱太郎コラボフード」を提供 

    ・コラボフード注文者には、イベントオリジナルステッカーを配布 

 

   ウ 地域の宿泊施設でのコラボ宿泊プランの提供 

    ・オリジナルノベルティプレゼント 

 

   エ ＪＲ水郡線や市町イベントなどとの連携 

    ・同時期に開催される地域の各種イベントや周辺施設との相互連携を図

り、地域の魅力に触れながらの周遊を促し、県北地域への再訪に繋げる 

▼イベント概要記載 HP

AR ｶﾒﾗによる 
写真撮影 
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

政策企画部 地域振興課  

１ 出資法人の概要 

①法人の名称 鹿島都市開発株式会社 

②所 在 地 茨城県神栖市大野原四丁目７番１号 

③設立年月日 昭和 44 年７月７日 

④代 表 者 名 代表取締役社長 中川 欽正 

⑤基 本 財 産 1,480,800 千円 

⑥設 立 根 拠 会社法第２編第１章 （旧商法第２編第４章） 

⑦設 立 目 的 

・ 経 緯 

鹿島地域の都市づくりの一環を担うため、住宅団地・工業用地等の造成事業な

どを行い、計画的な都市開発を進め、生活環境の整備を図る。 
⑧組 織 役職員数 取締役11人 監査役２人 常勤職員107人 嘱託・臨時 76人(R7.7.1現在) 

組織機構（課所単位まで） 

 

⑨出 資 状 況 （上位５団体、出資者名、金額、割合）  

出資者名 金額(千円) 割合(％) 

茨城県 693,000 46.8 

鹿島都市開発株式会社役員持株会 121,500 8.2 

株式会社日本カストディ銀行 74,000 5.0 

株式会社常陽銀行 72,000 4.9 

株式会社筑波銀行 72,000 4.9 
 

⑩資 産 状 況 
(令和 7年３月末現在) 

 

項 目 金額（単位：千円） 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

1,860,068 

207,447 

現金、預金等 

土地等 

資 産 合 計 2,067,515  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

資 本 

668,423 

4,167,617 

△ 2,768,525 

未払費用等 

長期借入金等 

資本金等 

負債･資本合計 2,067,515  
 

 

給食管理事務所 給食事務

神栖第一給食センター

神栖第二給食センター

神栖第三給食センター

取締役会

監査役

鹿嶋管理事務所 鹿嶋浄化センター

鹿嶋汚泥再生処理施設

潮来管理事務所 潮来浄化センター

潮来中継ポンプ場

神栖市下水道等・鹿行水道

むつみ荘

かみす防災アリーナ

深芝管理事務所 深芝処理場

神栖衛生プラント

設計開発部 都市整備課

上下水道課

鹿島用地管理センター

施設管理部 管理課 管　　理

経営企画室

総　務　部 総　務　課

経　理　課
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２ 令和６年度事業実績 

（１）事業内容 

鹿島セントラルビル（ホテル事業・不動産賃貸業）の事業譲渡を令和６年 10 月に実施し

た。 

ホテル事業及び不動産賃貸業は令和６年 10 月までの営業となったため、ホテル事業にお

いては、対前年比で約５億4,200万円（51.4％）の減収となり、不動産事業においても、対

前年比で約２億 900 万円（50.4％）の減収となった。 

施設管理事業は、受託業務の増加により、対前年比で約 8,500 万円（5.1％）の増収とな

った。 

設計管理事業は、鹿島開発関連事業の進展に伴う受託業務の増加により、対前年比で 

約 6,900 万円（25.5％）の増収となった。 

土地管理事業については、工事関係業務の増加に伴い、対前年比で約 200 万円（2.2％） 

  の増収となった。 

 
ア ホテル事業 

鹿島セントラルホテル新館・本館及び温泉施設の営業を行った。 
・売上高   ５億1,212万円 
・宿泊部門 
客室稼働率 47.3%（新館：51.9%、本館：40.9%） 

・婚礼宴会部門 

婚礼受注数 ６件（宴会場：１件、レストラン等：５件） 
・温泉部門 

利用者数  86,604人 
 

イ 不動産事業 

鹿島セントラルビル新館及び本館のオフィス、ソーラーパネル用途の土地賃貸及び管理

業務を行った。 

・売上高   ２億538万円 
・セントラルビル入居率 73.7%（新館：79.1%、本館：68.0%） 

 
ウ 施設管理事業 

県及び地元市から上下水道施設、給食施設、教育余暇施設及び衛生施設の管理業務を受

託した。 

・売上高   17億5,553万円 
 

エ 設計管理事業 

県や地元市から道路・河川、上下水道、公園・緑地等の工事などに係る設計及び施工管

理等の業務を受託した。 

・売上高   ３億3,915万円 
 

オ 土地管理事業 

県から鹿島開発関連用地の維持管理業務及び処分に伴う調査、登記関連業務等を受託し 

た。 

   ・売上高   8,024万円 
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（２）収支状況                            （単位：千円）  

項   目 金  額 摘    要 

営 業 収 益 

営 業 外 収 益 

 2,892,429 

7,063 

宿泊･宴会売上、賃貸収入、受託料 等 

受取利息 等 
経 常 収 益 計 ① 2,899,492  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

 2,690,044 

12,240 

原材料費、人件費、経費 等 
雑損失 等 

経 常 費 用 計 ② 2,702,284  

経 常 利 益 

（
①－②） 

③ 
197,208  

特 別 収 益 計 ④ 1,114,459  

特 別 損 失 計 ⑤ 45,275  

税 引 前 当 期 純 利 益 

（③＋④－⑤） 

⑥ 
1,266,392  

法 人 税 等 ⑦ △2,793  

当 期 純 利 益 

（⑥－⑦） 

⑧ 
1,269,185  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ △5,518,510  

当期末未処分損益累計 

（⑧＋⑨） 

⑩ 
△4,249,325  

 

（３）補助金等の受入状況                       （単位：千円） 

項   目 金  額 摘  要 

出 資 金 -  

補 助 金 -  

委 託 金 2,624,299 

茨城県  施設管理事業  1,396,033 

設計管理事業  179,410 

     土地管理事業  88,264 

神栖市  施設管理事業  656,649 

設計管理事業  175,826 

鹿嶋市  施設管理事業  95,106 

     設計管理事業  6,985 

潮来市  施設管理事業  25,542 

 

鹿島地方 

事務組合 設計管理事業  484 

貸 付 金 -  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
-  

 

 

- 4 -



３ 令和７年度事業計画 

（１）事業内容 

    鹿島セントラルビル（ホテル事業及び不動産賃貸業）を譲渡したことにより、事業縮小し

たが、これまで培った技術力を活かし、都市環境の整備や公共施設の管理運営などを通し

て、社会貢献に努める。さらに、既存事業の強化などにより、売上拡大及びコスト削減を図

る。 

    また、社員等の高齢化、退職者の増加等の人材に関する課題に対応し、基本給ベースアッ

プを実施する。 

     

 

ア 不動産事業 

賃貸業については、ソーラーパネル用途の土地賃貸を継続するとともに、販売・仲介業に

ついては、周辺地価や土地取引等の動向を注視しながら、関係機関と調整し、販売用地の売

却に向けた検討を行う。 

  ・売上目標 200 万円 

 

イ 施設管理事業 

受託施設の適切な管理運営に努め、さらに、他団体・組織との連携を密にし、新規事業獲

得に向けた情報交換に取り組む。 

・売上目標     17 億 8,600 百万円 

    ・資格取得延べ人数 140 人 

    ・勉強会等参加件数 20 件 

    ・営業訪問件数   50 件 

 

ウ 設計管理事業 

これまでの信頼・実績を維持しつつ、地域特性に精通した優位性を活かし、新規受託獲得

に向けた営業活動を実施する。 

・売上目標     ２億 4,000 万円 

・資格取得延べ人数 ２人 

・営業訪問件数   28 件 

 

  エ 土地管理事業 

    鹿島開発関連用地の維持管理に関する業務の円滑な遂行に努める。 

     ・売上目標 7,700 万円 
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（２）収支計画                              （単位：千円） 

項   目 金  額 摘    要 

営 業 収 益 

営 業 外 収 益 

 2,105,335 

- 

施設管理及び設計管理による受託料等 

 

経 常 収 益 計 ①  2,105,335  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

 1,900,730 

- 

原材料費、人件費、経費等 

 

経 常 費 用 計 ②  1,900,730  

経 常 利 益 

（① －②） 

③  204,605  

特 別 収 益 計 ④  -  

特 別 損 失 計 ⑤  -  

税 引 前 当 期 純 利 益 

（③＋④－⑤） 

⑥ 204,605  

法 人 税 等 ⑦ 41,432  

当 期 純 利 益 

（⑥－⑦） 

⑧ 163,173  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ △4,249,325  

当期末未処分損益累計 

（⑧＋⑨） 

⑩ △4,086,152  

 

（３）補助金等の受入予定                         （単位：千円） 

項   目 金  額 摘    要 

出 資 金 -  

補 助 金 -  

委 託 金 2,549,476 

施設管理事業  2,229,937 

設計管理事業   229,592 

土地管理事業    89,947 

貸 付 金 -  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
-  
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 
                                 政策企画部 交通政策課 

 

１ 出資法人の概要 
 

①法人の名称 鹿島臨海鉄道株式会社 

②所 在 地 茨城県東茨城郡大洗町桜道３０１ 

③設立年月日 昭和 44 年４月１日 

④代 表 者 名 代表取締役社長 髙橋 秀仁 

⑤基 本 財 産 １，２２６，０００千円 

⑥設 立 根 拠 会社法 第２編 第１章 （旧商法 第２編 第４章） 

⑦設 立 目 的 

・経 緯 

 鹿島臨海工業地帯の生産品及び原料の輸送を主たる目的として、日本国

有鉄道、茨城県及び進出企業の共同出資により、昭和44年４月１日に設立

した。 

 その後、日本鉄道建設公団が建設していた国鉄鹿島線（水戸駅～北鹿島

駅間）を、国鉄（現JR東日本）に代わって同社が経営することになり、昭

和60年３月14日から大洗鹿島線として旅客営業を開始した。 

⑧組   織 

役職員数 取締役 17 人 監査役３人 常勤職員 78 人 嘱託・臨時 12 人 

組織機構（課所単位まで） 

 

⑨出 資 状 況 

 

 

（上位５団体、出資者名、金額、割合） 
出資者名 金額（千円） 割合（％） 

日本貨物鉄道株式会社 ４６０，０００ ３７．５ 

茨城県 ３６２，０００ ２９．５ 

日本製鉄株式会社 ６０，０００ ４．９ 

三菱ケミカル株式会社 ５４，８００ ４．５ 

全国農業協同組合連合会 ３６，００
０ ２．９ 
 

⑩資 産 状 況 
(令和７年３月 31 日現在) 

 

※単位未満切捨のため合計

が一致しない場合がある。 

（単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

７０５，６９８ 

３，４６７，３８９ 

現金預金等 

鉄道事業固定資産等 

資 産 合 計 ４，１７３，０８８  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

５４１，０１５ 

７４４，０５５ 

預り連絡運賃、未払金等 

退職給付引当金等 

負 債 合 計 １，２８５，０７０  

純   資   産 ２，８８８，０１７ 資本金等 

負債･純資産合計 ４，１７３，０８８  
 

 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室

安全推進室
総務課

売店

総務企画部

副社長
財務課

企画課

社　長

神栖駅

取締役

施設課 保全区

運輸車両課

専　務
大洗駅

常　務
運輸事業部 旅客営業課

貨物事業部 貨物営業課

監査役
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２ 令和６年度事業実績 

 

（１）事業内容 

   第７次中期経営計画（令和６年度～令和８年度）に掲げた「輸送の安全確保」、「お客さま

の求める質の高いサービスの提供」、「地域との連携・共生」の３つの基本的な考え方をもと

に、持続可能な経営基盤の確立に取り組みつつ以下の事業を実施した。 

 

 

  ア 旅客運輸事業 

    大洗鹿島線として、ＪＲ水戸駅から鹿島サッカースタジアム駅間の５３．０ｋｍと、Ｊ

Ｒ鹿島神宮駅までの３．２ｋｍの直通乗り入れを合わせ、計５６．２ｋｍの旅客鉄道事業

を実施したほか、駅売店の運営、施設賃貸などの関連事業を実施した。 

雇用拡大による通勤旅客の伸びやコロナ禍からの脱却が進み、沿線において花火大会な

どの各種イベントが開催されたこと、鹿島臨海工業地帯を走る工場夜景ナイトツアーなど

団体貸切列車を運行により、旅客輸送量は前年度を上回り、対前年度比１００．６％の

１，８１９千人となった。 

なお、収支改善を進めるため、令和６年10月１日より旅客運賃の改定を実施した。 

 

   ○旅客輸送量 １，８１９千人（対前年度比 １００．６％） 

    ・通勤旅客   ２８５千人（対前年度比 １０４．１％） 

    ・通学旅客   ８２３千人（対前年度比  ９８．８％） 

    ・定期外旅客  ７１０千人（対前年度比 １０１．４％） 

 

  イ 貨物運輸事業 

    鹿島臨港線として、鹿島サッカースタジアム駅と奥野谷浜駅の間を結ぶ１９．２ｋｍの

貨物鉄道事業を実施した。 

31ftコンテナをはじめとした新規利用が増加し発送貨物も増加したものの、台風による

運休や鹿島臨海工業地帯の定期修理が前年と比較して長期であった影響を受けたことなど

により到着貨物が減少し、貨物輸送量は対前年度比９８．７％の２５６．８千トンとなっ

た。 

 

   ○貨物輸送量 ２５６．８千トン（対前年度比  ９８．７％） 

      ・発送 １７１．０千トン（対前年度比 １００．４％） 

      ・到着  ８５．８千トン（対前年度比  ９５．５％） 
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 （２）収支状況 
                                     (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 益 

営 業 外 収 益 

１，０５８，９３９ 

１１，０９３ 

旅客運輸収入、貨物運輸収入等 

有価証券利息等 

経 常 収 益 計 ① １，０７０，０３２  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

１，０８８，９６２ 

１，０１３ 

人件費、内燃動力費、修繕費等 

支払利息等 

経 常 費 用 計 ② １，０８９，９７５  

経 常 利 益 ③ 

（
①－②） 
▲１９，９４３  

特 別 利 益 計 ④ １５４，５５３ 工事負担金受入等 

特 別 損 失 計 ⑤ １５１，７５６ 固定資産圧縮損等 

税 引 前 当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
▲１７，１４６  

法 人 税 等 ⑦ ５，８０７  

当 期 純 利 益 ⑧ 

（⑥－⑦） 
▲２２，９５３  

前 期 利 益 剰 余 金 ⑨ １，６８４，９７１  

利 益 剰 余 金 ⑩ 

（⑧＋⑨） 
１，６６２，０１７  

 ※ 金額は千円未満を切捨てているため、合計が一致しない場合がある。 

 

（３）補助金等の受入状況                           (単位：千円) 
 金  額 摘    要 

出 資 金 ―  

補 助 金 １０３，３１２ 

鉄道施設総合安全対策事業費補助金（鉄道斜

面対策） 

（国補助額 27,223） 

鉄道施設総合安全対策事業費補助金（安全） 

（国補助額 13,893） 

鉄道施設総合安全対策事業費補助金（老朽化

対策） 

（国補助額 5,366） 

ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事

業補助金 

（国補助額 30,922） 

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金 

（県補助額 12,953、市町補助額 12,953） 

委 託 金 ―  

貸 付 金 ―  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
―  
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３ 令和７年度事業計画 

 

（１）事業内容 

社会情勢の変化や経営課題に的確に対応し、地域とともに歩む鉄道として持続的にその役

割を果たしていくため、令和６年度から令和８年度を期間とする第７次中期経営計画を策定

しており、当該計画の３つの「基本的な考え方」をもとに「経営の目標」を定め、引き続き

経営改革に取り組んでいく。 

 

  ＜第７次中期経営計画（Ｒ６～Ｒ８）＞ 

  【基本的な考え方】 

   ・輸送の安全確保 

   ・お客さまの求める質の高いサービスの提供 

   ・地域との連携・共生 

  【経営目標】 

   「持続可能な経営基盤の確立 ～地域に信頼される鉄道を目指して～」 

 

ア 旅客運輸事業 

大洗鹿島線沿線の少子高齢化や人口減少に加え、原油価格高騰の影響など、依然として

厳しい経営環境が続く見通しである。このような中、老朽化した車両や施設の更新を図り

安全な運行を堅持するとともに、引き続き貨物専用線である鹿島臨港線を活用したツアー

の開催や鹿島アントラーズの応援列車など団体貸切列車の運行などに取り組み、県内外か

らの観光客誘致などに努め利用者数の増加を図る。 

 

○営業目標：旅客輸送量  １，８２９千人 

・通勤旅客    ２９２千人 

・通学旅客    ８１７千人 

         ・定期外旅客   ７２０千人 

 

  イ 貨物運輸事業 

    物流の２０２４年問題やカーボンニュートラルの解決策として重要な役割を果たすた

め、ＪＲ貨物や運送事業者と連携し、顧客ニーズに合わせた輸送提案など既存顧客も含め

積極的な営業活動を展開する。 

また、新規顧客開拓や 31ft 大型コンテナをＰＲするため、モーダルシフト説明会を継続

的に実施し、貨物輸送量の増加を図る。 

 

○営業目標：貨物輸送量    ２７７千トン 

         ・発送      １７７千トン 

         ・到着      １００千トン 
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（２）収支計画 
                  (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 益 

営 業 外 収 益 

１，１４３，３６２ 

１４，９７７ 

旅客運輸収入、貨物運輸収入等 

有価証券利息等 

経 常 収 益 計 ① １，１５８，３３９  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

１，１１９，５７７ 

１，００４ 

人件費、内燃動力費、修繕費等 

経 常 費 用 計 ② １，１２０，５８１  

経 常 利 益 ③ 

（ ① － ② ） 
３７，７５８  

特 別 利 益 計 ④ １５７，１９４  

特 別 損 失 計 ⑤ １５２，１９４  

税 引 前 当 期 純 利 益 ⑥ 

（ ③ ＋ ④ － ⑤ ） 
４２，７５８  

法 人 税 等 ⑦ １１，１０４  

法 人 税 等 調 整 額 ⑧ ０  

当 期 純 利 益 ⑨ 

（ ⑥ － ⑦ － ⑧ ） 
３１，６５４  

前 期 利 益 剰 余 金 ⑩ １，６６２，０１７  

利 益 剰 余 金 ⑪ 

（ ⑨ ＋ ⑩ ） 
１，６９３，６７１  

※ 金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 

 

（３）補助金等の受入予定                          (単位：千円) 
 金  額 摘    要 

出 資 金 ―  

補 助 金 １６８，８６０ 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（国補助額 33,333） 

鉄道施設総合安全対策事業費補助金（安全） 

（国補助額 79,027） 

鉄道施設総合安全対策事業費補助金（老朽化

対策） 

（国補助額 6,500） 

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金 

（県補助額 25,000、市町補助額 25,000） 

委 託 金 ―  

貸 付 金 ―  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
―  
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